
 
平成 21年度「首都直下地震の復興対策のあり方に関する検討会」進め方（案） 
 
 
１．本年度の検討内容 
 
 平成 18～20年度の検討結果を踏まえ、今年度は、 
・ 過去の大規模震災等の教訓の整理 
・ 国・地方公共団体における体制・手順の検討 
・ 分野ごとに想定される政策の選択肢等の検討 
① 生活復興 
② 産業復興 
③ 都市復興 

・ 議論の前提となる経済・財政状況の検討 
 を行うこととし、検討に当たっては、復旧・復興段階で各分野において起こ

りうる事象を状況想定として定性的・定量的に分析し、検討の参考とする。 
  また、検討会とは別に、分野ごとに小グループ（それぞれ検討会委員 1～2
名及びそれ以外の有識者 2～3名程度で構成）での議論を行い、その結果を検
討会に反映させる。 

 
 
２．スケジュール（案） 
 
 第１回検討会 平成 21年 10月 6日（火）13:30～15:30【進め方、課題・教

訓等】 
第２回検討会 平成 21年 12月下旬【特に経済・財政状況、産業復興】 

 第３回検討会 平成 22年 1月【特に生活復興、都市復興】 
 第４回検討会 平成 22年 3月【特に体制・手順及び報告書案】 
 ※他に小グループでの検討（計 5回程度）を予定。 
 報告書とりまとめ 平成 22年 3月末 
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